
番号 項目名 新 旧 変更の理由

1 P.1 第1編 第2章 冒頭文 計画策定の背景・経
緯

２１世紀に入り、世界的な規模の武力紛争が起こる
可能性は遠のいたものの、一方では世界各地で宗
教上や民族上の問題などによる対立が表面化し、武
力による地域紛争が発生し深刻化してきた。

第２次世界大戦から６０年以上を経過し、世界的な
規模の武力紛争が起こる可能性は遠のいたものの、
一方では世界各地で宗教上や民族上の問題などに
よる対立が表面化し、武力による地域紛争が発生し
深刻化してきた。

時点修正

2 P.1 第1編 第2章 冒頭文 計画策定の背景・経
緯

　そうしたことから、平成１５年６月には「武力攻撃事
態等における我が国の平和と独立並びに国及び国
民の安全の確保に関する法律」（以下「事態対処法」
という。平成27年9月に成立した平和安全法制整備
法により「武力攻撃事態等及び存立危機事態におけ
る我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の
確保に関する法律」と改称）が、そして、平成１６年６
月には国民保護法などの有事関連法が成立し、武
力攻撃や大規模テロに対処するための国全体として
の枠組みが整備されることとなった。

そうしたことから、平成１５年６月には「武力攻撃事態
等における我が国の平和と独立並びに国及び国民
の安全の確保に関する法律」（以下「武力攻撃事態
対処法」という。）が、そして、平成１６年６月には国民
保護法などの有事関連法が成立し、武力攻撃や大
規模テロに対処するための国全体としての枠組みが
整備されることとなった。

平成２７年９月に成立した平和
安全法制整備法に伴う「武力
攻撃事態等における我が国の
平和と独立並びに国及び国
民の安全の確保に関する法
律」の名称変更に伴う変更

3 P.3 第1編 第3章 一つ目
の○

計画策定に当たって
の基本的な考え方

○要配慮者の保護
　　高齢者、障がい者、乳幼児等の要配慮者の積極
的な避難・救援対策を実施する。

○　災害時要援護者の保護
　　高齢者、障がい者、乳幼児等の災害時要援護者
の積極的な避難・救援対策を実施する。

平成２５年６月の災害対策基
本法の改正を踏まえた用語の
変更

4 P.3 第1編 第3章 最後の
○

計画策定に当たって
の基本的な考え方

○　外国人への国民保護措置の適用
　　市は、日本に居住し、又は滞在している外国人に
ついても、武力攻撃災害から保護するなど、国民保
護措置の対象であることに留意する。

新規 「都道府県国民保護モデル計
画」（消防庁）との整合、東京
オリンピック等を踏まえ外国人
も保護対象であることの明確

5 P.4 第1編 第4章 第2節
１
（1）

人口動向等 これまでの土地区画整理事業などの開発により、平
成３１年４月には人口が３４万３３８３人となった。今後
の計画期間においては、開発による緩やかな増加が
一部地域で見込まれるものの、その他の地域では、
横ばいか減少するものと予想される。

これまでの動向と土地区画整理事業などの開発に
かかわる増加を勘案して人口を推計すると、平成２７
年には人口が３３万４６００人となり、計画期間におい
ては、開発による緩やかな増加が一部地域で見込ま
れるものの、その他の地域では、横ばいか減少する
ものと予想される。

時点修正

6 P.4 第1編 第4章 第2節
1
（2）

昼夜間人口比率 本市の昼夜間人口比率は、平成２７年国勢調査によ
ると８７．３％となる。また、本市からの流出人口は９
８，２８５人で、そのうち東京都への通勤・通学者は４
９，０３７人（４９．８％）である。

本市の昼夜間人口比率は、平成１７年国勢調査によ
ると８３．８％となる。また、本市からの流出人口は９
７，４３６人で、そのうち東京都への通勤・通学者は５
３，５１９人（５４．９％）である。

時点修正

7 P.4 第1編 第4章 第2節
2

公共交通 本市には、南北に東武スカイツリーラインが、東西に
ＪＲ東日本の武蔵野線が運行している。バス輸送に
関しては、市内には８３系統（平成３１年３月現在）の
バスが運行している。

本市には、南北に東武鉄道伊勢崎線が、東西にＪＲ
東日本の武蔵野線が運行している。バス輸送に関し
ては、市内には６の乗合バス事業者が３５路線６８系
統（平成２２年４月１日現在）のバスを運行している。

時点修正

8 P.4 第1編 第4章 第2節
4

生活関連施設 消防法令に規定する数量以上の危険物を取り扱う
施設は３９６箇所あり、いずれも市内全域に所在して
いる。（令和元年１２月１日現在）

消防法上の危険物質を取り扱う施設は４６０箇所あ
り、いずれも市内全域に所在している。（平成２２年３
月３１日現在）

時点修正

新計画該当部分

「国民保護に関する越谷市計画」新旧対照表
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番号 項目名 新 旧 変更の理由新計画該当部分

9 P.6 第1編 第5章 第1節
（2）

市が実施する主な措
置

⑦　消防活動の実施 ⑦　消防の実施 表現の適正化

10 P.8 第1編 第5章 第1節
図

国民保護措置の仕
組み

国資料（国民保護措置の仕組
み）との整合

11 P.11 第1編 第5章 第7節
1
(3)
②

弾道ミサイル攻撃の
場合

②　留意点
弾道ミサイルは発射後短時間で着弾することが予想
されるため、迅速な情報伝達体制と適切な対応に
よって被害を局限化することが重要である。そのた
め、県及び市町村は弾道ミサイル発射時に住民が
適切な避難行動をとることができるよう、国と連携し、
全国瞬時警報システム（J-ALERT）による情報伝達
及び弾道ミサイル落下時の行動について平素から
周知に努めるものとする。ＮＢＣ弾頭の場合も、屋内
への避難が基本となるが必要に応じて目張りなど、
特別な対応が必要となる場合がある。また、情報の
収集に努め、安全が確認されるまで、屋外に移動す
ることを避ける必要がある。

②　留意点
弾道ミサイルは発射後短時間で着弾することが予想
されるため、迅速な情報伝達体制と適切な対応に
よって被害を局限化することが重要であり、通常弾
頭の場合には、屋内への避難や消火活動が中心と
なる。ＮＢＣ弾頭の場合も、屋内への避難が基本とな
るが必要に応じて目張りなど、特別な対応が必要と
なる場合がある。また、情報の収集に努め、安全が
確認されるまで、屋外に移動することを避ける必要が
ある。

基本指針の変更（H29.12）に
伴う表現の適正化

12 P.13 第2編 第1章 第1節 通信の確保 また、市は全国瞬時警報システム（J-ALERT）及び
緊急情報ネットワークシステム（Em-Net）の適切な管
理・運用に努め、通信体制の整備等通信の確保に
努めるものとする。

また、市は全国瞬時警報システム（J-ALERT）及び
緊急情報ネットワークシステム（Em-Net）の適切な運
用に努め、通信体制の整備等通信の確保に努める
ものとする。

現状に合せた表現の適正化

13 P.14 第2編 第2章 第3節 職員の指定と伝達手
段の整備

なお、部長、現地対策本部長に充てられる者には、
伝達手段として、携帯電話等の貸与を進め、その他
の職員には必要に応じて、伝達手段の整備を進め
る。

なお、部長、現地対策本部長に充てられる者には、
伝達手段として、携帯電話、防災行政無線の貸与を
進め、その他の職員には必要に応じて、伝達手段の
整備を進める。

現状に合わせた表現の適正
化（幹部等の情報伝達手段
は、防災行政無線ではなく、
携帯電話、衛星携帯電話に変
更になっているため）
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番号 項目名 新 旧 変更の理由新計画該当部分

14 P.14 第2編 第3章 1 警報の住民への周
知

市は、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）と既存
の情報伝達手段との新たな連携を進めるとともに、
情報伝達手段の多重化を推進するよう努める。

市は、防災行政無線の放送や広報車の使用、自治
会組織を経由した伝達、ホームページ、携帯メール
の活用、公共施設への掲示等、住民への警報の周
知方法について、あらかじめ複数の方法を定め、広
報紙等により、住民に周知する。
また、公用車への広報装置（スピーカー）の設置に
努め、きめ細かな広報を実施する。

県計画に合わせた修正

15 P.14 第2編 第3章 2 警報の住民への周
知

市は、防災行政無線の放送や広報車の使用、自治
会組織を経由した伝達、ホームページ、Ｃｉｔｙメール
やＳＮＳの活用、公共施設への掲示等、住民への警
報の周知方法について、あらかじめ複数の方法を定
め、広報紙等により、住民に周知する。また、公用車
への広報装置（スピーカー）の設置に努め、きめ細か
な広報を実施するとともに、防災行政無線の放送
や、地域におけるケーブルテレビ会社と、警報の緊
急放送に関して調整を図るよう努めるものとする。

市は、地域におけるケーブルテレビ会社と、警報の
緊急放送に関して調整を図るよう努めるものとする。

県計画に合わせた修正

16 P.15 第2編 第4章 第2節
1

モデル避難実施要
領の作成

　なお、モデル避難実施要領に定める基本的な事項
は次のとおりとし、都市部や山間部といった地域的
特性、自ら避難することが困難な要配慮者の避難方
法、発生時期（季節）や交通渋滞の発生状況等につ
いて配慮するものとする。

　なお、「モデル避難実施要領」に定める基本的な
事項は次のとおりとし、人口密集といった地域的特
性、自ら避難することが困難な災害時要援護者の避
難方法、発生時期（季節）や交通渋滞の発生状況等
について配慮するものとする。

平成２５年６月の災害対策基
本法の改正を踏まえた用語の
変更

17 P.16 第2編 第4章 第2節
2
(1)③

モデル避難実施要
領の作成

③　避難住民の誘導にあたっては、避難誘導、移動
中における食品等の配給、要配慮者等の避難の援
助などについて、必要に応じ、住民に協力を要請す
る。

③　避難住民の誘導にあたっては、避難誘導、移動
中における食品等の配給、災害時要援護者等の避
難の援助などについて、必要に応じ、住民に協力を
要請する。

平成２５年６月の災害対策基
本法の改正を踏まえた用語の
変更

18 P.16 第2編 第4章 第2節
2
(2)①
ア（ア）

弾道ミサイル攻撃か
らの避難

(ｱ)　直ちに堅ろうな建物や地下に逃げこむこと。そ
の際、ガラスの破片による被害が最も少ない場所を
選ぶこと。

(ｱ)　直ちに堅牢な建物や地下に逃げこむこと。その
際、ガラスの破片による被害が最も少ない場所を選
ぶこと。

表現の統一

19 P.17 第2編 第4章 第2節
2
(2)①
イ（ア）

弾道ミサイル攻撃か
らの避難

(ｱ)　鉄筋コンクリートなどの堅ろうな場所であることを
確認する。
そうでない場合には、いったん外に出て、より堅ろう
な建物や地下に避難する。

(ｱ)　鉄筋コンクリートなどの堅牢な場所であることを
確認する。
そうでない場合には、いったん外に出て、より堅牢な
建物や地下に避難する。

表現の統一

20 P.20 第2編 第4章 第2節と
3節の
間の表

攻撃の特徴
航空攻撃からの避難
兆候がある場合

・避難が長期化し、広範囲にわたる可能性がある。 ・着上陸侵攻と同じく、大規模な侵攻が行われる。 県計画に合わせた修正

21 P.20 第2編 第4章 第2節と
3節の
間の表

避難実施要領に盛り
込むべき内容
ゲリラや特殊部隊等
からの避難

・攻撃当初は屋内に避難させ、その後関係機関と協
力して安全措置を講じつつ、適当な避難地に移動さ
せる。

・ゲリラの活動区域を特定し、退避の指示を行う。
・攻撃当初は屋内に避難させ、その後関係機関と協
力して安全措置を講じつつ、適当な避難地に移動さ
せる。

県計画に合わせた修正

22 P.21 第2編 第4章 第3節
2

避難人数の把握 ２２　要配慮者の把握
⑵　在宅の要配慮者
市は、在宅の要配慮者の状況や緊急連絡先の把握
に努めるものとする。

２　災害時要援護者の把握
⑵　在宅の災害時要援護者
市は、在宅の災害時要援護者の状況や緊急連絡先
の把握に努めるものとする。

平成２５年６月の災害対策基
本法の改正を踏まえた用語の
変更
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番号 項目名 新 旧 変更の理由新計画該当部分

23 P.21 第2編 第4章 第5節
1
(1)②

避難の指示の周知
体制

②　市は、全国瞬時警報システム（J-ALERT）と既存
の情報伝達手段との新たな連携を進めるとともに、
情報伝達手段の多重化を推進するよう努めるものと
する。

　②　市は、地域におけるケーブルテレビ会社と避
難の指示の緊急放送に関して、調整を図るよう努め
るものとする。

現状に合わせた表現の適正
化（消防庁通知（Ｊアラートの情
報伝達の連携及び多重化推
進）との整合を図るため）

24 P.22 第2編 第4章 第5節
1
(2)及び
②

災害時要援護者へ
の周知方法

⑵　要配慮者への周知方法
②　在宅の要配慮者への周知方法
市は、在宅の要配慮者に対し、迅速かつ的確な周
知が行われるよう、自治会、自主防災組織と協力し
た連絡体制を整備する。

⑵　災害時要援護者への周知方法
②　在宅の災害時要援護者への周知方法
市は、在宅の災害時要援護者に対し、迅速かつ的
確な周知が行われるよう、自治会、自主防災組織と
協力した連絡体制を整備する。

平成２５年６月の災害対策基
本法の改正を踏まえた用語の
変更

25 P.22 第2編 第4章 第5節
1
(4)

情報通信機器の活
用

⑷　情報伝達手段の多重化・多様化の促進
市は、住民に対して避難の指示の周知を図るため、
国及び県と協力して情報伝達手段の多重化・多様
化の促進を図っていくものとする。

⑷　情報通信機器の活用
市は、住民に対して避難の指示の周知を図るため、
国及び県と協力して情報通信機器を活用した新た
なシステムの整備に努めるものとする。

現状に合わせた表現の適正
化（消防庁通知（Ｊアラートの情
報伝達の連携及び多重化推
進）との整合を図るため）

26 P.23 第2編 第4章 第7節
1

避難施設の指定都
施設管理者との連絡
体制

１　避難施設の指定への協力
県は避難施設の指定に際し、避難施設に住民を

可能な限り受け入れることができるよう、それぞれの
施設の収容人数を把握し、一定の地域に避難施設
が偏ることがないように指定するとともに、できるだけ
多くの避難施設の確保に努める。なお、県は避難施
設を指定したとき及び指定を解除したときは、その旨
を市町村に通知する。
　　市は、県が行う以下の指定要件を満たす避難施
設の指定に対して協力する。

【避難施設の指定要件】
（１）公園、広場その他の公共施設又は学校、公民
館、駐車場、地下街その他の公益的施設であるこ
と。
（２）爆風等からの直接の被害を軽減するための一時
的な避難場所として、コンクリート造り等の堅ろうな建
築物や地下街、地下駅舎等の地下施設であること。
（３）避難住民等を受け入れ、又はその救援を行うた
めに必要かつ適切な規模のものであること。
（４）物資等の搬入・搬出及び避難住民等の出入りに
適した構造を有するとともに、避難住民等を受け入
れ、又はその救援を行うことが可能な構造又は設備
を有するものであること。
（５）危険物質等の取扱所に隣接した場所、急傾斜
地等に立地する施設でないこと。
（６）車両その他の運搬手段による運送が比較的容
易な場所にあるものであること。

１　避難施設の指定への協力
市は、県の避難施設の指定に協力するとともに、

施設管理者が当該施設を廃止し、又は用途の変
更、改築等により以下の基準に該当する重要な変更
を加え県に届け出る時には、市を経由するものとす
る。

【届出が必要な施設改築基準】
当該施設の避難住民等の受入れ又は救援の用に
供すべき部分の総面積の１０分の１以上の面積の増
減を伴う変更とする。

基本指針の変更（H29.12）に
伴う表現の適正化及び県計画
に合わせた修正
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番号 項目名 新 旧 変更の理由新計画該当部分

27 P.24 第2編 第4章 第8節
1

避難のための交通手
段の確保

１　交通手段選択の基本方針
避難の交通手段については、鉄道・バス・自転車・徒
歩を基本とする。自家用自動車の使用については地
域的特性や避難時間の長短を考慮して使用を認め
る。地域的特性や避難時間の長短を考慮して使用
を認める。なお、要配慮者の移動に関しては、必要
に応じて自家用自動車、市の公用車等を使用できる
ものとする。

１　交通手段選択の基本方針
避難の交通手段については、鉄道・バス・自転車・徒
歩を基本とする。自家用自動車の使用については、
原則禁止とし、特に、通常交通量が多く渋滞等が発
生している地域は禁止とする。ただし、地域的特性
や避難時間の長短を考慮して使用を認める。なお、
災害時要援護者の移動に関しては、必要に応じて
自家用自動車、市の公用車等を使用できるものとす
る。

基本指針との整合（自家用車
を利用した避難について基本
指針の平仄と整合を図るた
め）
平成２５年６月の災害対策基
本法の改正を踏まえた用語の
変更

28 P.24 第2編 第4章 第8節
2
(4)

交通手段の確保方
法

なお、使用できる車両は、要配慮者の運送手段に優
先的に利用する。

なお、使用できる車両は、災害時要援護者の運送手
段に優先的に利用する。

平成２５年６月の災害対策基
本法の改正を踏まえた用語の
変更

29 P.24 第2編 第4章 第8節
2
(5)

交通手段の確保方
法

要配慮者への配慮 災害時要援護者への配慮 平成２５年７月の災害対策基
本法の改正を踏まえた用語の
変更

30 P.25 第2編 第4章 第9節
1
(3)

関係機関との調整等 候補路沿いは、火災・爆発等の危険性が低い場所と
なるように配慮する。

候補路沿いには、火災・爆発等の危険性が高い場
所がないように配慮する。

表現の適正化

31 P.26 第2編 第4章 第13節 避難住民等に対する
住宅の確保

なお、その際には、高齢者や障がい者等の要配慮
者対策について配慮する。

なお、その際には、高齢者や障がい者等の災害時
要援護者対策について配慮する。

平成２５年８月の災害対策基
本法の改正を踏まえた用語の

32 P.26 第2編 第5章 第1節
2

備蓄品の管理 備蓄品の品目及び数量等は、市民協働部危機管理
課が全体を掌握しておくものとする。

備蓄品の品目及び数量等は、協働安全部危機管理
課が全体を掌握しておくものとする。

時点修正

33 P.30 第2編 第7章 第1節
1
（1）

救急・救助体制の整
備

武力攻撃災害発生時には、一つの消防機関では対
処できないといった場合も考えられる。このため、救
急・救助に関する近隣自治体との相互応援体制を確
保する。

武力攻撃災害発生時には、一つの消防機関では対
処できないといった場合も考えられる。このため、救
急・救助に関する近隣自治体との相互応援体制に
ついて整備する。

表現の適正化

34 P.30 第2編 第7章 第1節
2
（1）
①

救護班の編成・出動
手順の策定

市は、あらかじめ県、医師会、歯科医師会、薬剤師
会、看護協会、各地域の公的医療機関等と協議し、
事前に以下の項目について定めておくものとする。

市は、あらかじめ県（保健所）、医師会、歯科医師
会、薬剤師会、看護協会、各地域の公的医療機関
等と協議し、事前に以下の項目について定めておく
ものとする。

時点修正

35 P.30 第2編 第7章 第1節
2
（2）

医療救護所設置及
び運営について

市は、県、医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協
会、各地域の公的医療機関等と協議し、事前に以下
の項目について定めておくものとする。

市は、県（保健所）、医師会、歯科医師会、薬剤師
会、看護協会、各地域の公的医療機関等と協議し、
事前に以下の項目について定めておくものとする。

時点修正

36 P.31 第2編 第7章 第3節
4

埋・火葬対策 このため市は、埋・火葬救援対策を適切に実施する
ため、県の定める「埼玉県広域火葬実施要領」に基
づき、次の対策を講じるものとする。
なお、柩等火葬資材の不足などの際は、必要に応
じて協定先の葬祭業団体の協力を得るものとする。
　市は「埼玉県広域火葬実施要領」に基づき埋・火
葬対策を実施していくものとする。

このため市は、埋・火葬救援対策を適切に実施する
ため、県の定める「広域火葬計画」に基づき、次の対
策を講じるものとする。
⑴　遺体の搬送は、葬祭業者等と協議する。
⑵　近隣市町村の火葬場経営者と、死体の火葬に
関して協定等を締結する。
⑶　市は、県と協力して墓地経営許可区域及び納骨
堂を把握する。

現状に合せた表現の適正化

37 P.33 第2編 第8章 第2節 放射性同位元素の
所在、種類、量等の
把握等

このため市は、原子力規制庁、文部科学省、自衛
隊、警察、消防機関等関係機関の連絡窓口を把握
するなど、連携体制の整備に努めるものとする。

このため市は、経済産業省、文部科学省、自衛隊、
警察、消防機関等関係機関の連絡窓口を把握する
など、連携体制の整備に努めるものとする。

国の所管省庁の変更

5



番号 項目名 新 旧 変更の理由新計画該当部分

38 P.33 第2編 第11
章

冒頭文 訓練の実施等 そのため、これらの関係機関が共同して、国民保護
措置について訓練を行うように努めるものとする。
訓練の実施に当たっては、具体的な事態を想定し、
ＮＢＣ攻撃等により発生する武力攻撃災害への対応
訓練、広域にわたる避難訓練、地下への避難訓練
等武力攻撃事態等に特有な訓練等について、人口
密集地を含む様々な場所や想定で行うとともに、「実
際に資機材や様々な情報伝達手段を用いるなど実
践的なものとするよう努めるものとする。
なお、こうした訓練は、災害対策基本法に定める防
災訓練との連携が図られるように配慮する。

そのため、これらの関係機関が共同して、国民保護
措置について訓練を行うように努めるものとする。
なお、こうした訓練は、災害対策基本法に定める防
災訓練との連携が図られるように配慮する。

基本指針の変更（H29.12）に
伴う表現の適正化

39 P.35 第2編 第11
章

第2節
2
（2）

学校、病院、社会福
祉施設、駅、大規模
集客施設等における
救助、避難誘導マ
ニュアルの作成、訓

各施設の管理者は、その職員の災害対応能力等を
向上し、要配慮者、施設利用者の安全を確保するた
め、警察・消防等の関係機関と連携して、定期的に
訓練を実施してマニュアルの検証を行い、必要な見
直しを行うよう努めるものとする。

各施設の管理者は、その職員の災害対応能力等を
向上し、災害時要援護者、施設利用者の安全を確
保するため、警察・消防等の関係機関と連携して、
定期的に訓練を実施してマニュアルの検証を行い、
必要な見直しを行うよう努めるものとする。

平成２５年６月の災害対策基
本法の改正を踏まえた用語の
変更

40 P.36 第2編 第12
章

第2節
（4）

自主防災組織との協
力関係の構築

助言・指導、先進団体の取組の紹介等 助言・指導等 現状に合せた表現の適正化

41 P.39 第3編 第1章 第2節
1
（1）
②
ウ

越谷市国民保護対
策本部等の組織等

学校教育部長 生涯学習部長 時点修正

42 P.43 第3編 第2章 第1節
2
表

特殊標章等の交付 市の職員、越谷・松伏水道企業団の職員、越谷市消
防団員

市の職員、越谷・松伏水道企業団の職員 実状に合わせた修正

43 P.47 第3編 第2章 第2節
（4）～
（6）

安全確保のための情
報提供

　⑷　ホームページへの掲載
　⑸　ＦＡＸ（主に、聴覚障がい者に対して行う。）
　⑹　ＣｉｔｙメールおよびＳＮＳ

新規 実状に合わせた修正

44 P.47 第3編 第2章 第2節
（1）～
（6）

安全確保のための情
報提供

第２節　安全確保のための情報提供
　市は、避難住民や運送事業者、自主防災組織、ボ
ランティア等の安全を確保するため、武力攻撃事態
等の状況など、必要な情報を以下の手段等により提
供するものとする。
　⑴　避難住民集合場所、避難誘導拠点、避難住民
運送車両、避難施設、物資集積所における放送や
掲示
　⑵　防災行政無線による伝達
　⑶　広報車による広報
　⑷　ホームページへの掲載
　⑸　ＦＡＸ（主に、聴覚障がい者に対して行う。）
⑹　ＣｉｔｙメールおよびＳＮＳ

第2節を＜参考＞赤十字標章等の下段に移動 県計画に合わせた修正

45 P.47 第3編 第3章 第1節
1
（1）①

勤務時間内 ①　県からの警報の通知は、市民協働部危機管理
課が受信する。

①　県からの警報の通知は、協働安全部危機管理
課が受信する。

時点修正

6



番号 項目名 新 旧 変更の理由新計画該当部分

46 P.47 第3編 第3章 第1節
1
（1）②

勤務時間内 ②　市民協働部危機管理課は、受信した旨を直ちに
県（危機管理課）へ返信するとともに、直ちに市長ま
で報告する。

②　協働安全部危機管理課は、受信した旨を直ちに
県（危機管理課）へ返信するとともに、直ちに市長ま
で報告する。

時点修正

47 P.48 第3編 第3章 第1節
3
（1）⑧

市の住民等への伝
達

⑧　ＣｉｔｙメールおよびＳＮＳ 新規 実状に合わせた修正

48 P.50 第3編 第3章 第3節
1
（2）①
（ク）

避難実施要領の作
成

(ｸ)　要配慮者への対応 (ｸ)　災害時要援護者への対応 平成２５年６月の災害対策基
本法の改正を踏まえた用語の
変更

49 P.50 第3編 第3章 第3節
1
（2）②

避難実施要領の作
成

市長は、第２編第４章第５節で定めた内容を、住民、
要配慮者等に対し、あらかじめ定めた方法で周知す
る。

市長は、第２編第４章第５節で定めた内容を、住民、
災害時要援護者等に対し、あらかじめ定めた方法で
周知する。

平成２５年７月の災害対策基
本法の改正を踏まえた用語の
変更

50 P.51 第3編 第3章 第4節
1
（2）

運送手段の選択方
法

要配慮者の避難
　　　市は、あらかじめ第２編第４章第８節で定めた方
法により、要配慮者の避難を実施する。

災害時要援護者の避難
　　　市は、あらかじめ第２編第４章第８節で定めた方
法により、災害時要援護者の避難を実施する。

平成２５年８月の災害対策基
本法の改正を踏まえた用語の
変更

51 P.52 第3編 第3章 第6節
2

交通規制の通知 市は、交通規制の状況について、市ホームページ、
Ｃｉｔｙメール、ＳＮＳ、防災行政無線、広報車等を使用
して住民等に周知する。

市は、交通規制の状況について、防災行政無線、
広報車等を使用して住民等に周知する。

実状に合わせた修正

52 P.53 第3編 第4章 避難住民等の救援
措置

救援の程度、方法については、「武力攻撃事態等に
おける国民の保護のための措置に関する法律による
救援の程度及び方法の基準（平成25年内閣府告示
第229号）」に定めるところによる。

救援の程度、方法については、「平成１６年厚生労
働省告示第３４３号」に定めるところによる。

県計画に合わせた修正

53 P.55 第3編 第4章 3
（1）
①
ウ

応援の要請 　一つの消防機関で対処することが困難と認められ
る場合には、県内の消防機関や緊急消防援助隊の
応援を求める。

一つの消防機関で対処することが困難と認められる
場合には、あらかじめ締結しておいた協定に基づ
き、県内の他の消防機関の応援を求める。

実状に合わせた修正

54 P.61 第3編 第5章 第2節
4
（4）

ＮＢＣ攻撃による汚
染への対処

⑷　対応時の留意事項
　　具体的な攻撃は①核兵器等、②生物兵器、③化
学兵器などが想定される。市は県と連携し、初期医
療の実施や警戒区域の設定、立入制限の措置を行
う。核攻撃等においては、避難住民等（運送に使用
する車両及びその乗務員を含む。）の避難退域時検
査及び簡易除染その他放射性物質による汚染の拡
大を防止するため必要な措置を講じるものとする。

新規 基本指針の変更（H26.5）に伴
う変更

55 P.62 第3編 第5章 第5節
1

廃棄物対策の実施 市は、その特殊性に配慮しながら県の定めた「越谷
市地域防災計画」及び「越谷市災害廃棄物処理計
画」に準じて廃棄物対策を実施する。

市は、その特殊性に配慮しながら県の定めた「災害
廃棄物処理計画指針」に基づき廃棄物対策を実施
する。

現状に合せた表現の適正化

7



番号 項目名 新 旧 変更の理由新計画該当部分

56 P.62 第3編 第5章 第5節
2

廃棄物対策の実施 市は、し尿を衛生的に処理するため、施設管理者と
連携し、し尿施設の速やかな復旧を実施するととも
に、収集運搬車両を確保して、円滑な収集・運搬に
努め、避難住民等の生活に支障が生じることがない
よう努めるものとする。

市は、し尿を衛生的に処理するため、し尿施設の速
やかな復旧を実施するとともに、収集運搬車両を確
保して、円滑な収集・運搬に努め、避難住民等の生
活に支障が生じることがないよう努めるものとする。

現状に合せた表現の適正化

57 P.63 第3編 第6章 第2節
2
（2）
①

安否情報の回答 市は、安否情報の照会があったときは、本人確認書
類で本人確認を行うこと等により、当該照会が不当な
目的によるものではなく、また、照会に対する回答に
より知り得た事項を不当な目的に使用されるおそれ
がないと認めるときは、総務省令に規定する様式に
より、以下の事項を回答するものとする。

市は、安否情報の照会があったときは、身分証明書
で本人確認を行うこと等により、当該照会が不当な
目的によるものではなく、また、照会に対する回答に
より知り得た事項を不当な目的に使用されるおそれ
がないと認めるときは、総務省令に規定する様式に
より、以下の事項を回答するものとする。

表現の適正化

58 P.69 第5編 第4章 1 被災者の公的徴収
金の減免等

市は、避難住民等の負担の軽減を図るために必要
があると判断するときは、法律及び条例の定めるとこ
ろにより、税に関する期限の延長、徴収猶予及び減
免、国民健康保険制度における医療費負担の減免
及び保険税の減免等の措置を講ずる。

市は、避難住民等の負担の軽減を図るために必要
があると判断するときは、法律及び条例の定めるとこ
ろにより、税に関する期限の延長、徴収猶予及び減
免、国民健康保険制度における医療費負担の減免
及び保険料の減免等の措置を講ずる。

実状に合わせた修正

59 P.70 第6編 第1章 想定する緊急対処事
態とその対処措置

国は緊急対処事態として、①着上陸侵攻、②ゲリラ
や特殊部隊による攻撃、③弾道ミサイル攻撃、④航
空攻撃の４つの事態を想定している。

国は緊急対処事態として４つの事態を想定してい
る。

県計画に合わせた修正

8


